






A Study on University Social Contribution: 

























 これを受けるかたちで、2006 年 12 月の改正「教育基本法」は、大学の目的、役割・機能について、
第 7 条第 1 項で次のように規定した（下線は筆者）。 
                                                   












教育基本法の改正を受け、2007 年 6 月の改正「学校教育法」第 83 条（大学の目的）、第 1 項及び





 また、同法に第 113 条（教育研究活動状況の公表）が新たに付け加わった。 



















                                                   

























は、「地域経営学部」をもつ全国初の大学として 2016 年 4 月に開学した。 
また、地方・農村に関係の深い農学系学部の開設も目立った。2012 年山梨大学、2013 年吉備国際










                                                   
3 原義彦「大学の社会貢献機能の位置づけ把握の試み」『日本障害教育学会年報』36 号,2015, pp.57-73; 長田進
「地域貢献について大学が果たす役割についての一考察」『慶応義塾大学日吉紀要』（社会科学）26 号, 2015, 
pp17-28; 文部科学省『文部科学白書 2008』pp.34-46. 等を参照。 
4 矢口芳生「『地域経営学』の社会的・学術的背景と到達点」『福知山公立大学研究紀要』（別冊）1 号, 2018.3, 
pp.5-49; 矢口芳生「地域経営学の役割と意義」『福知山公立大学研究紀要』（別冊）1 号, 2018.3, pp.169-185. 




































                                                   
6 「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」文部科学省ウェブサイト
〈https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/index.htm〉2020.9.7.閲覧。 
7 矢口芳生「『地域経営学』のデザイン」『福知山公立大学研究紀要』4 巻 1 号, 2020.3, pp.209-230 ; 矢口芳生
「地域経営学の役割と意義」『福知山公立大学研究紀要』（別冊）1 号, 2018.3, pp.169-185. 




























 図 1 のような「地域連携プラットフォーム」がイメージされる。2020 年 10 月には、そのガイドラ
イン（「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン―地域に貢献し、地域に支持される高
等教育へ」）が提示された11。 


































地域・社会貢献の 3 つの側面 





































る。図 2 は、筆者が機能別、地域課題別、交流・連携度合別という 3 つの側面に着目して整理したも
のである。 

















                                                   




−地方大学の振興と地方創生のために」（2019 年 3 月）日本私立大学連盟ウェブサイト
〈https://www.shidairen.or.jp/files/topics/2446_ext_03_0.pdf〉等参照（2020.9.6.閲覧）。 
13 整理するにあたり次を参照した。小池源吾「大学と地域社会の連携システムに関する研究」『教育科学』（広島
大学）25 号, 2003.3, pp.5-82; 小池源吾ほか「大学における『地域貢献研究』の構想と実践」『広島大学大学院教
育学研究科紀要』（第 3 部）55 号, 2006, pp.1-10; 佐々木英和・戸室憲勇「大学の社会貢献に関する一考察―特に
人材養成機能に着目して」『宇都宮大学教育学部紀要』（第 1 部）60 号, 2010.3, pp.107-121; 中塚雅也・小田切
徳美「大学の地域連携」『農村計画学会誌』35 巻 1 号, 2016.6, pp.6-11; 野澤一博「大学の地域連携の活動領域と























































































































することをさす（矢口芳生『共生社会システム論』（「矢口芳生著作集」第 8 巻）農林統計出版, 2013, pp.65-72; 
矢口芳生『持続可能な社会論』農林統計出版, 2018, pp.3-47.）。 
16 矢口芳生「『地域協働型教育』実践の検証と展望―京都府福知山市三和町を対象として」『福知山公立大学研究
紀要』（別冊）3 号, 2020.3, pp.5-69; 矢口芳生「地域人財の育成と『地域協働型教育』―福知山公立大学を例




































































                                                   





19 京都府北部地域（福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町の 5 市 2 町）と兵庫県北





紀要』3 巻 1 号, 2019.3. pp.187-245; 矢口芳生「『地域協働型教育』実践の検証と展望―京都府福知山市三和町を
対象にして」『福知山公立大学研究紀要別冊』3 号, 2020.3, pp.5-69. のほかに、福知山公立大学の毎年度の『地
域協働型実践教育 成果報告書』を参照されたい。 




























テム拠点の 4 つの役割を果たす。 
３．〈成果の公開〉（リスク防止原則） 
北近畿地域における知の拠点として、地域協働・連携の成果を公表・公開 
   “市民の大学、地域のための大学、世界とともに歩む大学”という福知山公立大学の理念にそって、持続可
能な社会の形成に寄与するため、地域協働・連携の成果を広く社会に公表・公開し、地域社会の課題をはじ
め、自然・文化・暮らし、伝統・伝承等の課題に適切に対応し、新たな価値の創造につなげることをとおし













































願者数の増減に左右されるため変動しているが、志願倍率（志願者数÷入学定員）がここ 4 年間 5～
                                                   
27 まちかどキャンパスとしての「吹風舎」は、学生が地域で学び、地域への理解を深めるための教育及び研究活動の拠点とし
て、また、福知山市民等との連携及び協働の拠点として、大学と地域との関わりを深め、福知山市の魅力と活力
の向上に寄与することを目的に、2018 年 5 月に開設した（「北近畿地域連携機構」福知山公立大学ウェブサイト
〈https://www.fukuchiyama.ac.jp/kitare/〉2020.9.29.閲覧。） 
28 福知山公立大学の「経営収支」は、表 1 にも明示したとおり、「財務情報」福知山公立大学ウェブサイト
〈https://www.fukuchiyama.ac.jp/about/information/information06/〉に基づくものである。一部、事務担当者
からのヒアリングによる。 









2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
143人 267人 366人 469人 619人
自己収入 171,985 210,998 275,705 367,349 455,966
授業料収入 81,339 150,310 206,469 272,191 346,056
検定料収入 16,105 13,643 11,892 13,031 14,450
入学料収入 64,586 35,834 39,510 62,382 58,374
その他収入 9,955 11,211 17,834 19,745 37,086
運営費交付金収入 309,812 307,080 282,104 279,248 431,368
地方交付税措置分（国） 33,812 49,080 83,104 96,248 262,368
地域経営学部 33,812 49,080 83,104 96,248 108,968
情報学部 0 0 0 0 153,400
設置団体負担分（市） 276,000 258,000 199,000 183,000 169,000
補助金収入 28,008 126,044 63,381 660,430 390,255
福知山市 23,730 122,794 60,881 658,998 390,255
その他 4,278 3,250 2,500 1,432 0
その他外部資金収入 1,320 1,793 2,025 6,780 4,500
受託研究費 1,320 1,793 1,775 110 4,500
受託事業費 0 0 250 6,670 0
収入合計 511,125 645,915 623,215 1,313,807 1,282,089
教育研究経費 79,012 85,330 94,162 107,437 181,050
教育経費 68,151 51,474 59,981 74,576 123,874
研究経費 7,764 9,503 10,725 11,896 32,676
教育研究支援経費 3,097 24,353 23,456 20,965 24,500
一般管理費 63,072 79,104 94,355 94,856 101,279
人件費 312,437 345,720 368,522 435,834 605,005
常勤教員人件費 183,263 210,167 210,633 248,726 378,230
常勤職員人件費 81,465 86,590 106,469 130,285 145,450
補助金支出 28,008 126,044 63,381 660,430 390,255
福知山市 23,730 122,794 60,881 658,998 390,255
その他 4,278 3,250 2,500 1,432 0
その他外部資金支出 1,320 1,793 2,025 6,780 4,500
受託研究費 1,320 1,793 1,775 110 4,500
受託事業費 0 0 250 6,670 0
支出合計 483,849 637,991 622,445 1,305,337 1,282,089
収支差額（剰余金）① 27,276 7,924 770 8,470 0
福知山市出資分 71,491 75,259 76,257 46,787 69,619
本学取得資産分② 6,805 12,028 19,531 22,964 13,979
減価償却費合計③ 78,296 87,287 95,788 69,751 83,598
〈実収支額〉①－② 20,471 △4,104 △18,761 △14,494 -
△51,020 △79,363 △95,018 △61,281 -
295,465 425,547 527,908 660,674 -


























て算定されるものである。単位費用は、地域経営学部が「社会科学系学部」として 21 万 2,000 円、
情報学部が「理科系学部」として 155 万 4,000 円である（2019 年度）。社会科学系学部は人文科学系




















                                                   
30 「公立大学の財政」文部科学省ウェブサイト
〈https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kouritsu/detail/1284531.htm〉2020.9.9.閲覧。2020 年度の「学生 1





















































福知山公立大学は、情報学部が完成年度を迎える 2023 年度には、学生定員 800 人（定員割れ防止
措置や科目等履修生等の存在を考慮すれば 900 人前後か）、教職員 60～70 人（非常勤を含めれば 120





福知山公立大学の学生の 1 カ月の収支は、2019 年度学生アンケートの結果34をもとにすると、筆
者の推察では次のようである。収入は平均的な姿として、仕送りが約 48,000 円、アルバイト代が
56,000 円、計 104,000 円である35。奨学金平均額は約 49,000 円である。このもとでの支出は、家賃





25 号, 2002.3, pp.9-21〈https://www.jbaudit.go.jp/koryu/study/mag/pdf/j25d01.pdf〉;薄井繭美「独立行政法人
会計の特徴とその課題」『立法と調査』296 号, 2009.9, pp.74-81
〈https://www.sangiin.go.jp/japanese/annai/chousa/rippou_chousa/backnumber/2009pdf/20090901074.pdf〉;




34 福知山公立大学学生委員会「2019 年度学生生活に関する調査結果」（2019 年 9 月 25 日～10 月 11 日実施）; 
同「2019 年度学生の住まいに関するアンケート集計」（2019 年 4 月実施）、等。 
35 アンケート結果では、福知山公立大学の学生委員会は学費も含めた下宿生の 1 カ月の生活費を 136,876 円と
推定している。また、福知山公立大学の広報委員会の個別取材による例では、1 例が、収支 90,000 円で収入が
仕送り 60,000 円、アルバイト 30,000 円、支出が家賃 38,000 円、食費 15,000 円であり、2 例目が、収支
80,000 円で収入がアルバイト 80,000 円のみ、支出が家賃 37,000 円、食費 10,000 円であった（『福知山公立大
学 2021 大学案内』p.46.）。また、筆者のヒアリングでは、仕送り 10 万円のなかで、家賃 37,000 円、食費
15,000 円（自炊）という学生もいた。これらから、アンケート結果による 104,000 円は 1 カ月の妥当な収支と
思われる。 
以上を全国学生の生活状況と比較するために、公表されている 2 つの資料から紹介する。大学生協の「第 55
回学生生活実態調査概要報告」（2019 年）によれば、月収入が 129,860 円（学費含まず）、内訳が仕送り 72,810




と 97,842 円）、奨学金 31,483 円、アルバイト 33,150 円、支出の食費が 21,400 円、住居費 37,017 円であり、娯







約 44,000 円、食費約 23,000 円（学生の 52％が自炊、ヒアリングでは自炊学生は 15,000 円程度の支
出）、その他約 43,000 円である。 
なお、下宿生はアンケートによれば全学生の 83.3％である。これに準じれば、2016 年度は下宿生
119 人（下宿生以外 24 人）、2017 年度 222 人（45 人）、2018 年度 305 人（61 人）、2019 年度 391
人（78 人）、2020 年度 516 人（103 人）である。 
これらをもとに、福知山市における学生の概略的な支出額を試算した。下宿生の支出額を月
104,000 円とし、旅行等36を考慮して（夏休みも市内でアルバイトする学生が多い）、うち 8 割を福知
山市内で支出すると仮定して試算する（104,000 円×0.8×12 か月×下宿学生数）。また、下宿以外の
学生は、1 カ月に福知山市内で 1 万円を支出する（昼食代等 500 円×20 日）と仮定して試算する（1
万円×12 か月×下宿以外学生数）。 
以上から、福知山市における学生の支出総額は、表 2「支出総額①」のようになる。2016 年度 1 億
2,169 万円、順次 2 億 2,705 万円、3 億 1,183 万円、3 億 9,973 万円、5 億 2,753 万円である。情報学
部が完成年度を迎える 2023 年度には、学生が 900 人、うち下宿生が 750 人、下宿以外が 150 人とな








                                                   
これらをみるかぎり、福知山公立大学の学生は地方都市ということもあり生活収支が低いなか、アルバイト収
入が多く、食費を抑えた（自炊）生活をしている学生が多いと推察される。 




2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2023年度想定
市内下宿生 118,810 221,645 304,512 390,374 515,174 748,800
下宿生以外 2,880 5,400 7,320 9,360 12,360 18,000
支出総額① 121,690 227,045 311,832 399,734 527,534 766,800
市内在住教員 121,176 139,151 137,133 176,446 243,080 265,800
市内在住職員 51,075 57,815 77,551 82,694 104,499 182,000
市外在住教職員 1,524 1,536 1,392 1,800 2,136 2,700
支出総額② 173,775 198,502 216,076 260,940 349,715 450,500
















この場合の教員総数と、うち福知山在住者は、2016 年度の常勤教員数 22 人（うち福知山在住者
18 人）、2017 年度 23 人（19 人）、2018 年度 21 人（17 人）、2019 年度 25 人（22 人）、2020 年度
39 人（31 人）、そして 2023 年度想定を 43 人（33 人）とした。非常勤教員は、同様に 2016 年度 16
人（5 人）、順次 15 人（1 人）、20 人（2 人）、29 人（4 人）、28 人（4 人）、2023 年度想定を 30 人
（5 人）とした。 
また、常勤職員は 2016 年度 13 人（うち福知山在住者 8 人）、順次 13 人（9 人）、14 人（11 人）、
17 人（12 人）、18 人（14 人）、2023 年度想定を 25 人（20 人）とした。非常勤職員は、12 人（9 人）、




住者数）。また、福知山市外の非常勤教員は 1 カ月に 2,000 円として試算し（昼食代等 500 円×4 回
×12 か月×福知山市外者数）、福知山市外の非常勤職員は 1 カ月に福知山市内で 5,000 円を支出する
（昼食代等 500 円×10 日）と仮定して試算する（5,000 円×12 か月×福知山市外者数）。 
教職員の毎年度の支出額を示せば、表 2「支出総額②」のようになる。2016 年度 1 億 7,378 万円、
順次 1 億 9,850 万円、2 億 1,608 万円、2 億 6,094 万円、3 億 4,972 万円となる。2023 年度には、学
生数の増加に伴い教職員が常勤・非常勤ともに増加して合計 118 人、うち福知山市在住者が 73 人と











8 割支出ではない。ただし、非常勤職員の場合には収入の 8 割を福知山市での個人消費とみなした。なお、総務
省の「家計調査報告」における支出額もひとつの目安として、「8 割を福知山市で支出」とした。総務省「家計調

















学生と教職員の福知山市における支出総額は、表 2「経済効果額①＋②」のとおり、2016 年度 2 億
9,547 万円、順次 4 億 2,555 万円、5 億 2,791 万円、6 億 6,067 万円、8 億 7,725 万円となる。2023























                                                   
39 2020 年 9 月現在、福知山市の直近の統計等に明らかに増加したとの確認は難しい。福知山公立大学は 2016
年 4 月の開学であるが、福知山市の統計は 2016 年が直近の数値である（たとえば、「福知山市統計書令和元年
版」福知山市ウェブサイト〈https://www.city.fukuchiyama.lg.jp/uploaded/attachment/19181.pdf〉2020.9.20.










































                                                   
41 「地方創生に資する魅力ある地方大学の実現に向けた検討会議（第７回）」（2020 年 12 月２日）首相官邸ウェ
ブサイト〈https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chihoudaigaku_miryokujitsugen/r2-12-02.html〉
2020.12.25.閲覧。検討会議のとりまとめは「地方創生に資する魅力ある地方大学の実現に向けた検討会議 取り

































学生のアルバイト収入金額のたとえば 5～7 割をカバーする月 30,000 円程度を支給し、その地域の産官学に 10
年以上勤務した場合に、その返還を免除するものである。また、地域貢献報奨金制度は、毎年上限 5 名程度に対
し、その地域の大学の卒業・修了者で、その地域の産官学に 10 年以上勤務した場合に、地域貢献報奨金とし








み解く』大学基準協会, 2017. 等参照。 
45 村澤昌崇「高等教育における評価の動向・課題―芸術系分野への示唆」『音楽教育実践ジャーナル』10 巻 1 号, 










改正し、自己点検・評価の実施と結果の公表を義務化（施行は 2004 年度から）した。 










めに行う活動の達成度合（重要業績評価指標 KPI：Key Performance Indicator）としての協働・連





ここでは第一の視点として 4 点の KPI を例示した。地域・社会貢献事項は地域との協働・連携の
内容（6 つの協働原則の前進による関係性・信頼関係の構築と深化）が重要との立場からである。次





第二の「知の拠点」の役割の視点として、一般的だが重要な 4 点の KGI を例示した。4 点以外に
                                                   
46 2002 年に改正された学校教育法においては、第 109 条（大学の自己評価・第三者評価）の第 1 項で自己評価
の実施と公表、第 2 項で第三者評価（認証評価）の受審が明文化された。2020 年の改正では、第 5 項で認証評
価機関における大学評価基準適合の合否の認定、第 6 項で認証評価機関による適合認定への努力、第 7 項で不適
合の場合の文科大臣への報告が追加された。 
47 「『公立大学法人』制度の概要」文部科学省ウェブサイト
〈https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kouritsu/detail/1284493.htm〉2020.9.30.閲覧; 「平成 30 年度公立
大学法人評価レポート 平成 30 年度に行われた中期目標期間評価等について」一般社団法人公立大学協会ウェブ
サイト〈http://www.kodaikyo.org/wordpress/wp-content/uploads/2019/03/h30yonsha.pdf〉2020.9.30.閲覧。 
48 矢口芳生『持続可能な社会論』農林統計出版, 2018, pp.232-233; 矢口芳生「地域人財の育成と『地域協働型

































































































































































































                                                   
49 総合計画書『未来創造 福知山』福知山市, 2016; 「『知の拠点』整備構想」福知山公立大学ウェブサイト


































































































循環を生み出していくことであろう。図 3 のとおり、 















































































































53 SDGs（Sustainable Development goals：持続可能な開発目標）は、2001 年に策定された 8 ゴール・21 ター
ゲットからなるミレニアム開発目標（MDGs、2007 年改定）の後継として、2015 年 9 月の第 70 回国連総会
（持続可能な開発サミット）において採択された「持続可能な開発のための 2030 年アジェンダ」に記載された
国際目標のこと。17 ゴール・169 ターゲットからなり、2016 年から 2030 年までの 15 年間の目標とし、「地球
上の誰一人として取り残さない」ことを目指す。日本では、2016 年 5 月に内閣に「SDGs 推進本部」が設置さ
























                                                   





56 「福知山公立大学 情報学部 設置申請書 （4）趣旨等を記載した書類①②③④」文部科学省ウェブサイト
〈http://www.dsecchi.mext.go.jp/1911/pdf/fukuchiyamakouritsu_1911nsecchi_syushi1.pdf〉p.8. 2020.10.1.閲
覧。 







続的』と言えるほど劇的に変わることを示唆するものであり、第５期科学技術基本計画（平成 28 年 1 月 22 日
閣議決定）で提唱された社会の姿である。『超スマート社会』とも言われる Society 5.0 の到来に伴い創出される
であろう新たなサービスやビジネスによって、我々の生活は劇的に便利で快適なものになっていく」とされる社
会である。①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会を経て、④現代の情報社会に続く 5 番目の大きな変革後の社
会、すなわち、第 4 次産業革命（IoT や AI によるビッグデータ活用・自動化等による技術革新）が実現するも
しくは実現した「超スマート社会」のこととされる。『Society 5.0 に向けた人材育成―社会が変わる、学びが変



































                                                   
58 「学士力」の内容については、「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて―生涯学び続け、主体










































「学びの STEAM 化」においては、インターネット上に「STEAM ライブラリー」、地域に「STEAM 学習セン
ター」を構築することが求められている（経済産業省『「未来の教室」ビジョン―「未来の教室」と Ed Tech 研




TORM 教育〉課程を設けることで、〈STEAM 教育〉と〈TORM 教育〉の両者の利点を活かすことができると考
える。ここに示した〈地域経営技術 TORM：Technology of Regional Management〉とは、技術立脚型事業を行
う企業や組織が、技術の持つ可能性を事業や成果に結びつけ、経済的価値・富を創造するための経営のことを指




合系・新領域の学術”である（矢口芳生「地域経営学のデザイン」『福知山公立大学研究紀要』4 巻 1 号, 2020.3, 
pp.209-230.）。 
62 矢口芳生「『地域協働型教育』実践の検証と展望―京都府福知山市三和町を対象として」『福知山公立大学研究
紀要』（別冊）3 号, 2020.3, pp.5-69; 矢口芳生「地域人財の育成と『地域協働型教育』―福知山公立大学を例

























     ＊市街地（旧福知山市）＋合併各 3 地域の課題の解決に向けた実践と教育研究 
    ＊地域住民の経済的負担が少なく使いやすい適正な技術の開発等の教育研究 
    ＊暮らしやすいライフスタイルへの変革に関する教育研究 
    ＊地域の産業・社会的企業・主体の形成に関する教育研究  等 
「知の拠点」の先導的推進：他大学との連携も図りながら、地域連携拠点・産官学連携拠点・文理
連携拠点・人財循環システム拠点の 4 つの役割を果たし、地域活性化につなぐ。そのためにも、図 1
に示したような「地域連携プラットフォーム」の構築を目指す。 
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